
○鹿児島県まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付けられた数値目標は再掲を除き計67件

○国の「第１期『まち・ひと・しごと創生総合戦略』に関する検証会」における検証を踏まえて
①目標達成に向けて進捗している
A　数値目標を定めており，現時点で目標を達成している
B　数値目標を定めており，現時点で目標を達成していない
C　数値目標を定めていない

②現時点では，目標達成に向けた政策効果が必ずしも十分に発現していない
③その他(現時点において統計上実績値の把握が不可能なもの)
に分類すると，それぞれの件数及び①と②の割合は以下のとおり。

※数値目標を定めているものについては，以下の計算により各時点での進捗率を算出。(当初値は26年度の数値(－はゼロとみなす))
進捗率＝(各時点の値－当初値)÷(目標値－当初値)×100(％)

63件 (94%) 32件 (97%) 20件 (87%) 11件 (100%)

41件 (61%) 21件 (64%) 13件 (57%) 7件 (64%)

21件 (31%) 11件 (33%) 7件 (30%) 3件 (27%)

1件 (1%) 0件 (0%) 0件 (0%) 1件 (9%)

4件 (6%) 1件 (3%) 3件 (13%) 0件 (0%)

③ 0件 0件 0件 0件

合計 67件 33件 23件 11件

②

「鹿児島県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の総括について

全体 基本目標１
「しごと」をつくる

基本目標２
「ひと」をつくる

基本目標３
「まち」をつくる

①

①A

①B

①C

資料４



○　基本目標１　「しごと」をつくる

　◆　働く場の創出

　　①　農林水産業の成長産業化

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(Ｒ元年度)

目標達
成度

1 県産農畜産物の輸出額
50

(平成37年度) 農政部 農政課 36.8
48.9
(+12.1) →

73.4
(+24.5) →

105.1
(+31.7) →

106.7
(+1.6) →

96
(-10.7)

[92％] [277％] [517％] [530％] [448％]

2 焼酎輸出の実績企業数
対25年度比（48社）20％増
〔48社*120％増≒58社〕

PR・観光
戦略部

かごしま
ＰＲ課 54

57
(+3) →

59
(+2) →

59
(+0) →

58
(-1) → 63

[75％] [125％] [125％] [100％] [225％]

3 農業の担い手の確保数
10,000経営体
 （平成37年度） 農政部 経営技術課 10,370

10,510
(+140) →

10,600
(+90) →

10,704
(+104) →

10,826
(+122) →

調査中
（R2.9頃）

[－] [－] [－] [－] [－]

4 担い手への農地集積率
50％

（平成32年度） 農政部 農村振興課 39.4
42.0
(+2.6) →

42.8
（＋0.8） →

41.6
(▲1.2) →

42.4
(+0.8) →

42.5
(+0.1)

[25％] [32％] [21％] [28％] [29％]

5 再造林面積
900ヘクタール
（平成32年度）

環境林務
部 森林経営課 212

280
(+68) →

460
(+180) →

512
(+52) →

522
(+10) →

527
(+5)

[10％] [36％] [44％] [45％] [46％]

6 漁業就業者数
8,000人

（平成32年度）
商工労働
水産部 水産振興課

（25年度）
7,200

国の調査で，毎
年行われていな
い

国の調査で，毎
年行われていな
い

国の調査で，毎
年行われていな
い

6,116
(-1,084)

国の調査で，毎
年行われていな
い

[－] [－] [－] [-136％] [－]

7 漁業士認定者数 70人
商工労働
水産部 水産振興課

（27年度）
63 63 →

64
(+1) →

66
(+2) →

70
(+4) → 70

[0％] [14％] [43％] [100％] [100％]

8
３企業

（平成27年度） 農政部 農政課 － 5
[167％] [－] [－] [－] [－]

大隅加工技術研究センターにおける研究・開発成
果を活用し，新製品開発などに取り組む食品関連
企業数

①A

①B

①B

②

①A

①A

①A

①A

資料４
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9
かごしまの農林水産物認証制度（Ｋ－ＧＡＰ）におけ
る認証件数

300件
（平成32年度） 農政部

かごしまの
食ブランド
推進室 289

302
(+13) →

309
(+7) →

312
(+3) →

322
(+10) →

317
(-5)

[118％] [182％] [209％] [300％] [255％]

10 木材生産量
100万立方メート
ル（平成32年度）

環境林務
部 環境林務課 73.2

86.7
(+13.5) →

104.5
(+17.8) →

111.8
(+7.3) →

124.8
(＋13) →

調査中
（R2.11頃）

[50％] [117％] [144％] [193％] [－]

再
掲 再造林面積

900ヘクタール
（平成32年度）

環境林務
部 森林経営課 212

280
(+68) →

460
(+180) →

512
(+52) →

522
(+10) →

527
(+5)

[10％] [36％] [44％] [45％] [46％]

11
浜の活力再生プランを策定した漁業者グループの
５年後の漁業所得 10％アップ

商工労働
水産部 水産振興課 －

実績は平成30
年度以降にな
る。

実績は平成30
年度以降にな
る。

実績は平成30
年度以降にな
る。 98％アップ

調査中
（R2.9頃）

[－] [－] [－] [－] [－]

　　②　観光産業の振興

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

12 鹿児島県ＰＲ動画Ｗebサイトの閲覧回数
30万回以上
（年間）

PR・観光
戦略部

かごしま
ＰＲ課 － 280,870 → 346,530 → 277,423 → 317,788 → 311,039

[94％] [116％] [92％] [106％] [104％]

13 観光庁「宿泊旅行統計」による延べ宿泊者数
年間950万人
（平成31年）

PR・観光
戦略部 観光課 753 797 → 720 → 799 → 886 → 837

[22％] [-17％] [23％] [68％] [43％]

14
観光庁「宿泊旅行統計」による外国人延べ宿泊者
数

年間43万人
（平成31年）

PR・観光
戦略部 観光課 27 42 → 48 → 74 → 83 → 84

[94％] [131％] [294％] [350％] [356％]

15 観光庁「観光入込客統計」による観光消費額
3,600億円
（平成31年）

PR・観光
戦略部 観光課 2,627 2,837 → 2,576 → 2,842 → 3,016 →

調査中
(R2.10頃)

[22％] [-5％] [22％] [40％] [－]

①B

①A

①A

①B

①A

①B

①A

①A
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　　③　地域における新産業の創出・革新

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

16
本県サービス産業の付加価値向上につながる取組
支援件数

50件
（平成30年度まで）

商工労働
水産部

中小企業支
援課 － 10 →

25
(+15) →

36
(+11) →

41
(+5) → －

[20％] [50％] [72％] [82％] [－]

17 過疎地域等における起業家支援
新規創業件数80件

起業後の支援件数80件

商工労働
水産部 産業立地課 － 47 →

86
(+39) →

150
(+64)

[59％] [108％] [188％] [－] [－]

18 中小製造業者新分野進出等を行う案件 59件
商工労働
水産部 産業立地課 34

42
(+8) →

53
(+11) →

62
(+9) →

72
(+10) →

81

[32％] [76％] [112％] [152％] [188％]

19
ヘルスケア産業への参入促進のための県内ものづ
くり企業への支援 商談成立件数20件

商工労働
水産部 産業立地課 － 0 → 0 → 3 → 13 →

[0％] [0％] [15％] [65％] [－]

20 水素エネルギーの活用等に取り組む企業数 １件 企画部
エネルギー
政策課 － 1 →

2
(+1) →

2
(+0) →

2
(+0) →

2
(+0)

[100％] [200％] [200％] [200％] [200％]

21 バイオマスエネルギー活用に取り組む企業数 ３件 企画部
エネルギー
政策課 － 1 →

3
(+2) →

5
（+2） →

6
(+1) →

6
(+0)

[33％] [100％] [167％] [200％] [200％]

22
かごしまグリーンファンドから再生可能エネルギー
事業に係る投資案件 ３件 企画部

エネルギー
政策課 － 0 → 0 → 0 →

1
(+1) →

2
(+1)

[0％] [0％] [0％] [33％] [67％]

23
九州・山口ベンチャーマーケット参加企業の商談成
約率 50%

商工労働
水産部 産業立地課 － 0 → 0 → 0 → 0 →

4
(+4)

[0％] [0％] [0％] [0％] [8％]

①B

①B

①B

①A

①A

①B

①A

①A
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　　④　地域の中小企業の競争力強化

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

24 中小企業の海外展開の支援

12件
（平成27年度～
平成29年度）

商工労働
水産部 産業立地課 － 4 →

8
(+4) →

10
(+2)

[33％] [67％] [83％] [－] [－]

25
新商品・新サービスの開発等に積極的にチャレン
ジする中小企業支援件数 30件

商工労働
水産部

中小企業支
援課 7 6 →

11
(+5) →

18
(+7) →

25
(+7) →

32
(+7)

[-4％] [17％] [48％] [78％] [109％]

26
インキュベーションショップで新規に販路開拓を実
現できた事業所件数 ５件（年間）

商工労働
水産部 商工政策課 －

(H28開始
事業) → 8 →

18
(+10) →

32
(+14) →

40
(+8)

[－] [160％] [200％] [280％] [160％]

27 インキュベーションショップの売上（※） 対前年比110％
商工労働
水産部 商工政策課 －

(H28開始
事業) → 198,305 →

223,559
(+25,254) →

226,682
(+3,123) →

222,157
(-4,525)

[－] [－] [13％] [14％] [12％]

28 プロフェッショナル人材戦略拠点の相談件数 200件（年間）
商工労働
水産部 商工政策課 － 23 →

245
(+222) →

419
(+174) →

720
(+301) →

971
(+251)

[12％] [123％] [210％] [360％] [486％]

※進捗率については，事業を開始した平成28年度からの増加率を表記。

　　⑤　企業立地の促進

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

29 企業立地促進：企業立地件数 173件
商工労働
水産部 産業立地課 28

42
(+14) →

82
（＋40） →

135
(+53) →

177
(+42) →

217
(+40)

[10％] [37％] [74％] [103％] [130％]

　　⑥　各産業分野における人材の確保・育成

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

再
掲 農業の担い手の確保数

10,000経営体
 （平成37年度） 農政部 経営技術課 10,370

10,510
(+140) →

10,600
(+90) →

10,704
(+104) →

10,826
(+122) →

調査中
（R2.9頃）

[－] [－] [－] [－] [－]

①A

①A

①A

①B

①A

①A

①B
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30 新規林業就業者数 700人
環境林務
部 森林経営課 169

180
(+11) →

332
（+152） →

506
(+174) →

657
(+151) →

調査中
（R2.12頃）

[2％] [31％] [63％] [92％] [－]

再
掲 漁業就業者数

8,000人
（平成32年度）

商工労働
水産部 水産振興課

(25年度）
7200

国の調査で，毎
年行われていな
い

国の調査で，毎
年行われていな
い

国の調査で，毎
年行われていな
い

6,116
(-1,084)

国の調査で，毎
年行われていな
い

[－] [－] [－]
[-136％]

[－]

再
掲 漁業士認定者数 70人

商工労働
水産部 水産振興課

(27年度）
63 63 →

64
(+1) →

66
(+2) →

70
(+4) → 70

[0％] [14％] [43％] [100％] [100％]

31 食品関連産業における新規雇用の創出数

355人
（平成27年度～
平成28年度）

商工労働
水産部 商工政策課 － 286

513
（+227）

[81％] [145％] [－] [－] [－]

32 医師数
4,461人

（平成29年度）
くらし保健
福祉部

医師・看護
人材課 4,300

医師数は２年
毎の調査のた
め，H27実績は
なし →

4,461
(+161) →

医師数は２年
毎の調査のた
め，H29実績は
なし

[－] [100％] [－] [－] [－]

33 看護師の新卒就業者の県内就業率
60％

 （平成29年度）
くらし保健
福祉部

医師・看護
人材課 55.6 55.6 →

56.7
(+1.1) →

60.0
(+3.3)

[0％] [25％] [100％] [－] [－]

○　基本目標２　「ひ　と」をつくる

　◆　人材の還流・育成

　　①　移住の促進，都市との交流促進

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

34 市町村の相談窓口等を通じた県外からの移住者数

3,000人
（平成27年度から平成
31年度までの累計） 企画部 地域政策課 506

604
(+98) →

1474
（＋870） →

2470
(+996) →

3813
(+1343) →

5348
(+1535)

[4％] [39％] [79％] [133％] [194％]

35 市町村の委嘱する地域おこし協力隊の隊員数の増
平成26年度（20人）の３
倍（60人）（平成28年度） 企画部 地域政策課 20

41
(+21) →

111
（＋70） →

151
(+40) →

143
(-8) →

131
(-12)

[53％] [228％] [328％] [308％] [278％]

①A

①A

①A

①A

①A

①B

②

①A
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36
基幹集落を中心として複数の集落で構成される集
落ネットワーク圏の形成数 10箇所 企画部 地域政策課 5

11
(+6) →

14
（＋3） →

21
(+7) →

25
(+4) →

29
(+4)

[120％] [180％] [320％] [400％] [480％]

　　②　企業立地の促進，雇用の創出

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

再
掲 企業立地促進：企業立地件数 173件

商工労働
水産部 産業立地課 28

42
(+14) →

82
(+40) →

135
(+53) → 177 →

217
(＋40)

[10％] [37％] [74％] [103％] [130％]

再
掲 新規林業就業者数 700人

環境林務
部 森林経営課 169

180
(+11) →

332
（+152） →

506
(+174) →

657
(+151) →

調査中
（R2.12頃）

[2％] [31％] [63％] [92％] [－]

再
掲 漁業就業者数

8,000人
（平成32年度）

商工労働
水産部 水産振興課

（25年度）
7200

国の調査で，毎
年行われていな
い

国の調査で，毎
年行われていな
い

国の調査で，毎
年行われていな
い

6,116
(-1,084)

国の調査で，毎
年行われていな
い

[－] [－] [－]
[-136％]

[－]

再
掲 漁業士認定者数 70人

商工労働
水産部 水産振興課

（27年度）
63 63 →

64
(+1) →

66
(+2) →

70
(+4) → 70

[0％] [14％] [43％] [100％] [100％]

　　③　鹿児島への人材の還流・育成

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

37 若年者ＵＩターン就職支援

地元出身学生等の
県内企業への就職
件数100人

商工労働
水産部 雇用労政課 22

29
(+7) →

50
(+21) →

61
(+11) →

81
(+20) →

87
(+6)

[9％] [36％] [50％] [76％] [83％]

再
掲 農業の担い手の確保数

10,000経営体
 （平成37年度） 農政部 経営技術課 10,370

10,510
(+140) →

10,600
(+90) →

10,704
(+104) →

10,826
(+122) →

調査中
（R2.9頃）

[－] [－] [－] [－] [－]

再
掲 新規林業就業者数 700人

環境林務
部 森林経営課 169

180
(+11) →

332
(+152) →

506
(+174) →

657
(+151) →

調査中
（R2.12頃）

[2％] [31％] [63％] [92％] [－]
①B

①A

①B

②

①A

①B

①A

①A
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再
掲 漁業就業者数

8,000人
（平成32年度）

商工労働
水産部 水産振興課

（25年度）
7200

国の調査で，毎
年行われていな
い

国の調査で，毎
年行われていな
い

国の調査で，毎
年行われていな
い

6,116
(-1,084)

国の調査で，毎
年行われていな
い

[－] [－] [－]
[-136％]

[－]

再
掲 漁業士認定者数 70人

商工労働
水産部 水産振興課

（27年度）
63 63 →

64
(+1) →

66
(+2) →

70
(+4) → 70

[0％] [14％] [43％] [100％] [100％]

再
掲 プロフェッショナル人材戦略拠点の相談件数 200件（年間）

商工労働
水産部 商工政策課 － 23 →

245
(+222) →

419
(+174) →

720
(+301) →

971
(+251)

[12％] [123％] [210％] [360％] [486％]

38 データ活用に関する県民向け研修会等開催数
10回

（平成28年度） 企画部 企画課 －
(H28開始
事業) → 18
[－] [180％] [－] [－] [－]

　　④　教育環境の整備

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

39
返還免除要件を持つ大学等入学時奨学金制度利
用者数 300人（年間） 教育庁 総務福利課 － 300 → 239 → 258 → 285 → 182

[100％] [80％] [86％] [95％] [61％]

40 大学在学時奨学金返還支援基金制度利用者数 100人（年間） 教育庁 総務福利課 －
(H28開始
事業) → 110 → 100 → 100 → 91
[－] [110％] [100％] [100％] [91％]

41 楠隼中高一貫教育校におけるトップリーダー教室 年３回実施 教育庁 高校教育課 － 3 → 2 → 2 → 3 → 3
[100％] [67％] [67％] [100％] [100％]

楠隼中高一貫教育校におけるシリーズ宇宙学
中学校３年間で
18回実施 教育庁 高校教育課 － 6 →

12
(+6) →

18
(+6) →

18
(+0) → 14

[33％] [67％] [100％] [100％] [78％]

楠隼中高一貫教育校におけるシリーズ宇宙学
高校１年間で
10回実施 教育庁 高校教育課 － 10 → 9 → 10 → 8 → 5

[100％] [90％] [100％] [80％] [50％]

①B

①B

②

①A

①A

①A

①B
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42 キャリアカウンセラー配置

県立高校７校に１人
ずつ配置（７人で61
校を担当） 教育庁 高校教育課 11 9 → 7

[－] [－] [－] [－] [－]

　◆　未来の希望の実現

　　①　若い世代の希望をかなえる少子化対策

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

再
掲 若年者ＵＩターン就職支援

地元出身学生等の
県内企業への就職
件数100人

商工労働
水産部 雇用労政課 22

29
(+7) →

50
(+21) →

61
(+11) →

81
(+20) →

87
(+6)

[9％] [36％] [50％] [76％] [83％]

43 婚活イベントの年間情報提供数 年間70回
くらし保健
福祉部

子育て支援
課 20 31 → 44 → 54 → 77 →

61
(-16)

[22％] [48％] [68％] [114％] [82％]

44 平均初婚年齢（男性）
くらし保健
福祉部

子育て支援
課 30.5 30.4 → 30.3 → 30.3 → 30.4 → 30.7

[－] [－] [－] [－] [－]

平均初婚年齢（女性）
くらし保健
福祉部

子育て支援
課 29.0 29.0 → 29.1 → 29.2 → 29.1 → 29.5

[－] [－] [－] [－] [－]

　　②　妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

45 子育て世代包括支援センターの設置市町村数 20市町村
くらし保健
福祉部

子育て支援
課 － 4 →

6
(+2) →

9
(+3) →

15
(+6) →

20
(+5)

[20％] [30％] [45％] [75％] [100％]

46 産後ケアの事業に取り組む市町村数 20市町村
くらし保健
福祉部

子ども家庭
課 － 5 →

10
(+5) →

15
(+5) →

20
(+4) →

30
(+10)

[25％] [50％] [75％] [100％] [150％]

②

①B

①A

①A

①A

①B

現状（男性30.5歳，
女性29.0歳）より若く

する
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　　③　子ども・子育て支援の充実

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

47 保育所等待機児童数 ０人
くらし保健
福祉部

子育て支援
課 232 182 → 295 → 354 → 244 → 349

[22％] [-27％] [-53％] [-5％] [-50％]

48 放課後児童クラブ待機児童数 ０人
くらし保健
福祉部

子育て支援
課

〔～小学校3
年生まで〕
246

〔～小学校3
年生まで〕
359 →

〔～小学校3
年生まで〕
273 →

〔～小学校3
年生まで〕
267 → 264 → 116

[-46％] [-11％] [-9％] [-7％] [53％]

くらし保健
福祉部

子育て支援
課

〔～小学校6
年生まで〕
565 →

〔～小学校6
年生まで〕
472 →

〔～小学校6
年生まで〕
432 → 437 → 260

[－] [－] [－] [－] [－]

49 延長保育事業の受入可能者数 15,378人
くらし保健
福祉部

子育て支援
課 13,995

27,498
(+13,503) →

28,107
(+609) →

27,015
(▲1,092) →

28,268
(+1,253) →

29,190
(+922)

[976％] [1020％] [941％] [1032％] [1099％]

50 病児保育事業の延べ受入可能者数 44,329人
くらし保健
福祉部

子育て支援
課 14,014

34,846
(+20,832) →

39,458
(+4,612) →

45,037
(+5,579) →

46,988
(+1,951) →

58,167
(+11,179)

[69％] [84％] [102％] [109％] [146％]

51 地域子育て支援拠点の設置箇所数 97か所
くらし保健
福祉部

子育て支援
課 82

84
(+2) →

95
(+11) →

102
（+7） →

104
(+2) →

106
(+2)

[13％] [87％] [133％] [147％] [160％]

52 保育の質の向上のための研修総受講者数 450人
くらし保健
福祉部

子育て支援
課 106

207
（＋101） →

487
（＋280） →

732
（＋245） →

1034
(+302) →

1247
(+213)

[29％] [111％] [182％] [270％] [332％]

53 ファミリー・サポート・センター設置箇所数 15か所
商工労働
水産部 雇用労政課 12

14
(+2) →

14
（±0） →

18
(+4) →

19
(+1) → 19

[67％] [67％] [200％] [233％] [233％]

①B

①A

①A

①A

①A

①A

②
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　　④　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

54 働きたい女性の再就職支援
商工労働
水産部 雇用労政課 89.5 66.7 75.0

[-4560％] [-2900％] [－] [－] [－]

55 男性の育児休業取得率
1.3％より増加さ

せる
商工労働
水産部 雇用労政課 1.3 2.0 → 2.7 → 2.3 → 5.5 →

5.2

[154％] [208％] [177％] [423％] [400％]

56
ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでいる企
業の割合 70%

商工労働
水産部 雇用労政課

46.7
※27年度 46.7 → 46 → 48.3 → 54.2 →

54.2

[0％] [-3％] [7％] [32％] [32％]

○　基本目標３　「ま　ち」をつくる

　◆　地域の活力・安心・絆

　　①　地域づくり

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

再
掲 市町村の委嘱する地域おこし協力隊の隊員数の増

平成26年度（20人）
の３倍（60人）（平成

28年度） 企画部 地域政策課 20
41
(+21) →

111
(+70) →

151
(+40) →

143
(-8) →

131
(-12)

[53％] [228％] [328％] [308％] [278％]

再
掲
基幹集落を中心として複数の集落で構成される集
落ネットワーク圏の形成数 10箇所 企画部 地域政策課 5

11
(+6) →

14
(+3) →

21
(+7) →

25
(+4) →

29
(+4)

[120％] [180％] [320％] [400％] [480％]

　　②　安心なくらしづくり

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

57 地区防災計画の作成・提案
７地区

（平成29年度）
危機管理
防災局 災害対策課 － 2 →

5
(+3) →

7
(+2)

[29％] [71％] [100％] [－] [－]

働きたい女性の再就職支
援セミナー受講者のうち再
就職した者又は就職活動
中の者の割合 90％

 （平成27年度～平成28年
度）

①A

②

①A

①B

①A

①A
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58 離島へき地診療所への代診医の派遣対応率
90％

（平成29年度）
くらし保健
福祉部

保健医療福
祉課,県立
病院課 82 85 → 87 → 95

[38％] [63％] [150％] [－] [－]

59

介護保険の新総合事業における通所型サービスと
しての「住民主体の運営による自主的な集いの場」
の数

115か所以上（平
成29年度）

くらし保健
福祉部

高齢者生き
生き推進課 － 10 →

38
（＋28） →

44
（＋6）

[9％] [33％] [38％] [－] [－]

　　③　地域間連携

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

60 定住自立圏等の形成促進
協定締結等圏域
数　6圏域 総務部 市町村課 3

4
(+1) →

6
(+2) →

6
(+0)

[33％] [100％] [100％] [－] [－]

　　④　ふるさとづくり

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

61 ふるさとリーダー育成講座 年10回実施 教育庁 社会教育課 10 10 → 10
[100％] [100％] [－] [－] [－]

　　⑤　鹿児島らしい景観とまちづくり

№ 「目指すべき結果（評価指標）」
令和２年
(2020年)
目標

部局 所管課
総合戦略
策定前
(26年度)

27年度 28年度 29年度 30年度
現在値
(R1年度)

目標達
成度

62 高規格幹線道路の供用延長 10ｋｍ以上 土木部 道路建設課 181 4.0 →
6.8
（+2.8） →

10.7
(+3.9)

[40％] [68％] [107％] [－] [－]

63 地域高規格道路の供用延長 25ｋｍ以上 土木部 道路建設課 45 8.3 →
9.1
（+0.8） →

20.3
(+11.2) →

24.5
(+4.2) →

24.5
(±0)

[33％] [36％] [81％] [98％] [98％]

64 防波堤の整備延長 1,100ｍ以上 土木部 港湾空港課 0 248 →
383
(+135) →

461
(+78) →

651
(+190) →

1159
(+508)

[23％] [35％] [42％] [59％] [105％]

①B

①A

①A

①B

①A

①A

①A
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65 公共土木施設の長寿命化計画
平成30年度まで
に策定完了 土木部 技術管理室

長寿命化
計画策定 策定中 → 策定中 → 策定中 → 策定中 →

策定中
(R2年度中に
策定完了)

[－] [－] [－] [－] [－]

66
土砂災害警戒区域の指定に必要な基礎調査の実
施数 7,800箇所以上 土木部 砂防課 17,036 1,324 →

1,966
（+642） →

2,303
（+337） → 3,184 → 6,028

[17％] [25％] [30％] [41％] [77％]

67 汚水処理人口普及率 80% 土木部
生活排水
対策室 76.4

77.7
(+1.3) →

79.0
（+1.3） →

80.1
(+1.1) →

81.1
(＋1.0) → 81.9

[36％] [72％] [103％] [131％] [153％]

①C

①B

①A
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